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長野市中心市街地に位置する中央通りにおいて、歩行者優先社会実験および歩行者優先道路化事業後の

街路を対象として、歩行空間形状や交通条件が歩行者行動に及ぼす影響を明らかにする。また、社会実験

時と歩行者優先化後のそれぞれの歩行者行動分析結果を比較することで、歩行者優先化事業の効果と影響

について明らかにする。 
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1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

近年、モータリゼーションが進むなか、各地で歩行環

境を改善し、歩行者の施設立ち寄り数を増やすことで、

集約型都市構造の中心拠点となる市街地活性化を目指し

た歩行者優先型街路導入地方都市は多い。長野市では歩

行環境の改善を目指した中心市街地善光寺表参道中央通

りで歩行者優先化の社会実験が行われ、歩行者が望まし

いと考える街路形状を提供するための意識調査および分

析等は行われた。歩車道幅員等の形状、集客施設の設置、

樹木や花壇の配置、歩車道の段差、交通規制の導入など、

多様な工夫が施された街路空間が求められているため、

歩行空間の評価だけでなく、歩行者の動きを示す歩行者

流動の分析も行われた。社会実験により最適な街路を選

ぶためには、歩行者行動を分析し、評価・決定をするた

めの指標が必要である。導入予定の街路形状および歩道

内の歩行者流動に対して、歩行者がどのように行動し、

街路空間内をどのように占有するかを予測・検討できる

ことで、より安全で快適な歩行環境を歩行者に提供する

ことが可能となると考えられる。すなわち、中心市街地

を構成する各街路の役割およびその機能を十分に発揮さ

せるためにも、街路形状および歩行者流動を考慮するこ

とのできる歩行者行動モデルの構築と歩行者行動に基づ

く街路の評価が必要となる。 

長野市では分析結果も考慮された歩行者優先道路化事

業が実施された。とくに本研究では、歩行空間の改善と

魅力度の向上を目的として歩行者優先化が実施された長

野市中央通りを分析対象に、歩行者が街路形状・設置

物・対面歩行者等の行動要素から受ける影響や街路形状

および歩行空間の歩行者流動を明らかにすることで、歩

行者優先化の事業評価を行う。また、街路形状および歩

行空間での歩行者行動特性を明らかにし、街路形状を考

慮した歩行者行動モデルの構築を目的としている。 

 

(2) 既往研究と本研究の枠組み 
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歩行者行動の既存研究として、H22年第42回土木計画

学研究発表会にて松本ら1)が、歩行者行動に関する街路

空間占有実態および歩行者行動実態の分析を行い、歩行

者行動モデルの構築や街路空間に対するシミュレーショ

ンを行っている。しかし、分析対象としていた長野市中

央通りはH26年度に歩行者優先化事業が完了し、街路形

状が大きく変化した。そのため、街路形状により歩行者

行動がどのように変化するのかを分析し、比較すること

が必要となってくる。浅野ら2),3)は、交錯領域に同時に侵

入する歩行者間の譲歩行動において、周辺歩行者との接

近コストと静的障害物接近コストの和を最小にするとし

ている。さらに希望する方向に対してある時間内にでき

るだけ長く進むような最適な速度ベクトルを決定してい

る。しかしながら、さまざまな街路空間形状やイベント

が開催される歩行者優先型道路を評価するために必要な、

歩行者交通流の歩行空間内占有傾向まで明示的に予測す

るモデルとはなっていない。山下ら4)は、鉄道駅構内に

おいて、駅構内の歩行空間の整備をするために、歩行者

挙動のモデル化を行っている。さらに、歩行者の横断挙

動について分析しているが、街路形状等を考慮した歩行

空間内の歩行者占有実態を検討できるモデル化までには

至っていない。杉谷ら5)は、歩行者と自転車の認知空間

距離に基づく４種類の回避行動を定義し、歩行者および

自転車個々の挙動をモデル化したマルチエージェントシ

ミュレーションによって、移動の安全性および快適性を

評価している。しかしながら、街路形状やイベントが実

施される道路空間を評価するために必要な、歩行空間内

の歩行者占有実態まで明示的に予測できるモデルとはな

っていない。辻ら6)は、歩行者流動をフローベクトルと

して扱い、街路空間における歩行者量の占有状況を再現

するとともに、歩行空間のにぎわい・憩い・安らぎなど

の主観に与える影響を定量的に分析している。しかしな

がら、歩行者相互および歩行者量、沿道施設・障害物等

によって歩行空間における歩行者の歩行位置は変化する

と考えられるが、歩行者周辺の環境の影響を考慮した歩

行者流動状況の変化までは明示的に分析に組み込まれて

いない。 

以上より、街路形状によって歩行者が占有する位置や

傾向および、歩行者行動に影響を与える要素を明らかに

するための研究はあまり行われていない。本研究では、

歩行者占有実態および、歩行者行動実態に関する分析を

行い、歩行者に対して安全で快適な歩行者優先型街路空

間を提供するためのモデルの構築を行う。設計された街

路空間形状と設定された道路交通条件の代替案に対して、

歩行者が歩行空間のどの位置を占有しながら移動してい

くかを再現することで、それぞれの街路空間導入案を評

価できると考えられる。 

 

(3) 本研究の構成 

研究の手順と概要は以下のとおりである。 

①歩行者の安全性と回遊行動促進を目的に歩行者優先化

された長野市中央通り北側と未整備区間の南側を対象と

し、歩行者行動の撮影を行う。撮影した画像データをも

とに、街路形状および道路交通条件によって変化する歩

行者行動を計測する。 

②歩道内の歩行者占有を計測し、歩行者占有率を表した

図を作成する。作成した歩行者占有実態図を用いて、歩

行者の占有実態と街路形状との相関関係を分析する。 

③歩行空間における対面歩行者、植樹帯や街灯などの設

置物、イベントエリア等が歩行者の「直進」、「左右回

避」、「停止・滞留」「吸収」行動に与える影響を分析

し、歩行者の個人行動に影響を与える要素を明らかにす

る。その後、中央通り北側・南側と社会実験時のデータ

をそれぞれ比較し、街路形状や歩行空間が歩行者行動に

及ぼす影響を分析する。 

④歩行者占有実態および歩行者行動実態より抽出した要

素が歩行者行動に与える影響を考慮して歩行者モデルを

構築し、各行動選択の生起確率を求める。 

⑤歩行者の歩行者占有実態と行動実態の分析結果を考慮

して歩行空間占有モデルを構築し、各断面通行帯利用率

を求める。 

 

2. 歩行者行動計測 

図1 街路空間にメッシュを引いた様子 

図2 歩行者行動の軌跡 
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 歩行者行動計測はまず中央通りの沿道沿いにあるマン

ションやホテルなどの屋上から下方向にビデオカメラを

設置し歩行者行動の撮影を行う。本研究で使用した歩行

者行動のビデオは平日・休日それぞれ午前11時頃～午後

1時頃に撮影を行い、初めの1時間を午前、後の1時間を

午後とし分析を行った。対象とした歩行者は、任意の計

測区間において1分間あたりの歩行者が多い時刻を選ん

だが、1分間に充分な歩行者行動が見られなかった場合

には、数十秒単位で歩行者行動が多い時刻を選び、合計

して1分程度になるようにデータを合算させた。その際、

計測する歩行者の数が大きく違うと本来の1分あたりの

歩行者密度と異なる可能性があるので、歩行者数はなる

べく同じ数に統一した。 

 

3. 歩行者行動の表記 

 

歩行者行動動線の概念図を図3に示す。直進、車道お

よび沿道回避、停止、滞留、追従、錯綜といった7つの

選択回数を単位時間当たりで算出する。尚、南側につい

ては歩行者が沿道施設に立ち寄る行動が大きく見られた

ため、新たに吸収という選択肢を増やし8つの行動につ

いて分析を行っていく。同時に、対面歩行者の有無、車

道・沿道回避行動開始時の対面歩行者との距離も計測を

行う。まず直進は（x1,y3)に存在する歩行者の様に、同じ

通行帯をそのまま進行している場合とし、車道・沿道回

避は（x5,y7)と（x2,y4)に存在する歩行者の様に、対面歩行

者や障害物が現れた際に通行帯を変えて車道側・沿道側

どちらかに回避した場合とする。 

 

図3 歩行者行動同線概略図 

  

また、停止は（x4,y5)に位置する歩行者の様に、一つのメ

ッシュの中で止まっている状態とし、滞留は（x5,y3)に存

在する歩行者の様に、気になる沿道施設やイベントエリ

アの前で行ったり来たりするような行動とする。 

追従は（x2,y1)に存在する歩行者の様に、目の前の歩行

者の行動に従って歩行している場合とする。 

錯綜は（x2,y6)に存在する歩行者の様に、対面歩行者と同

じ通行帯の中ですれ違う場合とする。吸収は直進してい

る歩行者が沿道施設などには入る場合とする。また、グ

ループ行動は2人以上の歩行者が同じ行動をしている場

合とする。 

 

4. 歩行者行動の実態分析 

 

(1)  歩行者行動動線の分析 

中央通り北側・南側の歩行者行動動線の分析結果をそれ

ぞれ表 1、表 2 に示す。H28 年度の平日の午後について

は、歩行者数が少なく分析するための充分なデータが取

れなかったため分析には用いなかった。 

分析結果から、いずれの年でも直進選択率が高く、歩

行者は原則として対面歩行者や障害物がない場合は高い

確率で同じ通行帯を選択していると考えられる。直進行

動の選択率は北側・南側については、午前・午後につい

てもほとんど差がないことから、歩行者の直進選択率は

街路形状や時間帯に関係なくほぼ一定であった。北側の

車道回避の選択率が沿道回避よりも多いことから、北側

は歩行者が沿道側を多く通行していることがわかる。社

会実験時のデータでは沿道回避の選択率のほうが車道回

避の選択率よりも高かったので、歩行者優先化により車

道側に自転車通行帯、植樹帯、停留所が設けられ、自動

車に対する緩衝帯ができたためと考えられる。また南側

の回避行動については、平日午後の結果を除き車道回避

よりも沿道回避の選択率が高いことから北側のような自

動車に対する緩衝帯がないため、歩行者は車道側に危険

を感じて無意識のうちに安全である沿道側を歩くことを

選択していることがわかる。追従率に関しては、北側よ

りも南側のほうが高いがこれは北側の方が一般的に対面

歩行者グループ行動している歩行者が多く、追従行動が

多くなることが考えられる。錯綜率も北側のほうが南側

よりも高いことも、北側の方が対面歩行者数が多いこと

が原因していると考えられる。 

(2) 対面歩行者および側方抵抗に対する挙動 
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表1 北側の歩行者行動動線分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2 南側の歩行者行動動線分析結果 

 
H28 平日 H28 休日 

平均 
A.M P.M. A.M. P.M 

歩行者数（人） 22 23 19 18 21 

行
動
選
択
率

（
％
） 

車道回避 6.6 12.2 7.2 3.6 7.4 

沿道回避 7.0 5.2 7.3 4.7 6.0 

直進 75.9 74.5 70. 84.2 76.2 

停止・滞留 2.4 4.1 3.8 0.7 2.8 

吸収 8.0 4.1 11.1 6.8 7.5 

追従率（％） 1.0 2.0 3.9 0 1.7 

錯綜率（％） 2.8 3.2 3.9 0.7 2.7 

歩道幅員(m) 4.5 4.5 4.5 4.5 
 

設置物の数(個) 2 2 2 2 

 

 

 

対面歩行者や側方抵抗があるときの歩行者の回避

開始距離を図 4 に示す。本計測では撮影した北側・

南側において対象としたすべての歩行者について分

析し、異なる街路条件での歩行者挙動をまとめて一

般的な回避距離とした。分析結果より歩行者の回避

開始地点の平均値が 3.225ｍであった。H19～H21 の

社会実験時の歩行者の回避開始距離の平均値が

2.995ｍであるため、歩行者は対面歩行者や側方抵

抗に対して、約 3ｍ前から回避を開始していること

がわかる。また、回避距離の約 60％が 2.0ｍから

3.9ｍであった。このことから歩行者は対面歩行者

や側方抵抗にかなり近い位置で回避していることが

わかる。 

ビデオ計測の目視から、歩行者密度が低い区間で

は側方抵抗である植栽やベンチの付近を通行せずに、

離れた位置を通行していることが明らかになった。

回避距離の長さは歩行者密度が関係していて、歩行

者密度が高いほど回避距離が短いという結果になっ

た。回避行動の中でも回避角度が大きかったのは滞

留者群に対する回避行動で、歩行者は滞留者群に大

きな抵抗を感じていることがわかる。また、対面歩

行者に対する回避距離よりも滞留者群や側方抵抗に

対する回避距離のほうが長かったが、これは止まっ

ている回避対象物に対して歩行者が余裕をもって回

避しているということがいえる。 

 

 

横軸 回避時の歩行者間距離(m) 

 

図4 H28年度の対面歩行者の回避距離に関する分析 

 

 
H28 平日 H28 休日 

平均 
A.M A.M. P.M 

歩行者数（人） 19 20 31 23 

行
動
選
択

率
（
％
） 

車道回避 6.7 5.3 13.9 8.63 

沿道回避 5.8 4.0 9.3 6.37 

直進 87.5 82.7 73.8 81.3 

停止・滞留 0.0 8.0 3.1 3.7 

追従率（％） 22.7 9.6 13.3 15.2 

錯綜率（％） 8.5 5.3 9.0 7.6 

歩道幅員(m) 6.0 6.0 6.0 
 

設置物の数(個) 5 5 5 

 

縦
軸 

相
対
頻
度(%

) 

 %
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通行帯 

 

①②③④⑤

沿
道
施
設

車
道 植樹帯 

 

0 12 44 11 33 = 100%

横断面の歩行者量比 

(3) 歩行者による街路空間の占有状況 

歩行者占有実態とは、歩行者が街路空間において

どの位置を占有し、どこに集まりやすいのかを可視

化したものである。メッシュごとに占有率を算出し、

占有率の高いメッシュが連続していると、歩行者流

動が形成されている考えられる。歩行者流動の形成

により、街路設置物や車道・沿道までの距離、滞留

の生起しやすい場所が明らかになり、歩行者行動に

影響を与えると考えられる要素の検討を行うことが

できる。 

本研究で定めた計測時間は、人の平均歩行速度が

約 1.1m/s なので、計測区間内を通過する時間を考

慮し、60 秒と設定している。また、集計のための

時間間隔は、歩行者がメッシュ単位で移動可能な

1.0 秒とした。図 5 に示した番号は通行帯を表して

おり、街路形状は、幅員約 5ｍの歩道の例である。 

各メッシュを通過する歩行者数を集計し、図 6の

ように歩道のある横断面を通過した歩行者数に対す

るその横断面の各通行帯を通過する歩行者数との比

を横断面ごとに算出する。これを歩行者占有率と呼

ぶ。占有率は街路形状や道路交通条件によって大き

く変化することが考えられる。本研究では、歩行者

優先化された中央通り北側の歩道の東側・西側それ

ぞれの占有率を計測した。西側の分析結果を図 7 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 通行帯番号 

 

 

 

図6 ある横断面における歩行者量の比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西側の歩道空間の占有率を見ると、沿道側の 3 つ通

行帯に集中しており、歩行者が沿道側にあまり抵抗

を感じていないということがわかる。横断歩道付近

の占有率を見ると、歩行者の流入があるため占有率

が各断面一帯に分散している。沿道側から二つ目の

通行帯を見ると、横断歩道から遠ざかっていくほど

両隣の通行帯の占有率よりも高くなるため、歩行者

は歩行している位置の両端に側方抵抗があると感じ

たとき、歩道の中央付近を通行していることがわか

る。 

 車道側の 3 つの通行帯の占有率が低い理由につい

て考えられるのは、植栽や街頭などの設置物が多い

ことや、自転車通行帯との距離が近いというこであ

る。また歩行者は原則として直進を選択するので、

進行方向に障害物がある車道側の通行帯よりも沿道

側の通行帯を選んで通行することが考えられる。 

 

 

 

 

図7 西側の街路空間における各断面歩行者占有実態 
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5. 歩行者行動モデルの構築 

 

歩行者行動は街路形状だけでなく、交通条件によ

っても大きく変化する。そこで本章では、実際にど

のような要因が歩行者行動に影響を与えているのか

を可視化するため、直進や回避などの行動選択を目

的変数にし、それぞれの歩行者行動に影響を与えそ

うな要因を説明変数にし、重回帰分析を行う。歩行

者行動モデルを構築することで、街路空間に対する

歩行者行動が明らかにすることにより、異なる街路

形状においても歩行者行動をある程度予測すること

ができる。 

歩行者行動モデルの重回帰分析を行う前に、分析

で使用する説明変数について検討する。説明変数と

して使用したものは、中央通り北側・南側、社会実

験における街路形状や交通条件のデータで、分析す

る際は 3 地点の歩行者行動分析データを合算して説

明変数とする本研究において検討した説明変数を表

3 に示す。 

目的変数は、前章にて分析した歩行者行動のうち

選択率が高かった「直進」「沿道回避」「車道回

避」に加え、街路形状や交通条件に大きく関係する

「追従」「錯綜」行動である。また、「沿道回避角

度」「車道回避角度」も目的変数に設定した。それ

ぞれの目的変数と相関をとる説明変数は、前章の分

析結果から関係性の高いものを抽出して検討した。

各目的変数に対して検討した目的変数を表 4示す。 
表 3 使用した説明変数 

街路形状に

関係するも

の 

 

歩道幅員、車道幅員、植栽の数、休憩

所の数、側方抵抗の有無 

 

交通条件に

関係するも

の 

歩行者密度、歩行者量、歩行速度、自

動車量、対面歩行者の有無、車道から

の距離、沿道施設からの距離 

表 4 各目的変数に対して検討した説明変数 

直進 

歩道幅員、車道幅員、側方抵抗の有無、

歩行者密度、歩行者量、歩行速度、対面

歩行者の有無 

車道回避 

歩道幅員、植栽の数、休憩所の数、側方

抵抗の有無、歩行者密度、対面歩行者の

有無 

沿道回避 

歩道幅員、車道幅員、植栽の数、休憩所

の数、側方抵抗の有無、歩行者密度、自

動車量、対面歩行者の有無 

追従 
歩道幅員、歩行者密度、歩行速度、歩行

者量、対面歩行者の有無 

錯綜 

歩道幅員、側方抵抗の有無、歩行者密

度、歩行者量、歩行速度、対面歩行者の

有無 

車道回避

角度 

歩道幅員、植栽の数、休憩所の数、側方

抵抗の有無、歩行者密度、対面歩行者の

有無 

沿道回避

角度 

歩道幅員、車道幅員、植栽の数、休憩所

の数、側方抵抗の有無、歩行者密度、自

動車量、対面歩行者の有無 

 

次に検討した説明変数を用いて歩行者行動のモデ

ルパラメータの推計結果を表5に示す。目的変数に

設定した歩行者行動については、社会実験時と歩行

者優先化後の各行動の選択率を用いた。 

まず、分析結果の重相関係数がどの項目において

も 0.88 以上あるため本結果は適合性があるといえ

る。 

直進について見ると、歩道幅員の係数が正である

ことから、歩道幅員が大きくなるほど直進が多くな

ることがわかる。また、歩行速度の係数から歩行速

度が速い状態のときは直進が多いことがわかる。し

かし、対面歩行者の有無の係数が負であることから、

対面歩行者が多くなるほど直進行動は少なくなるこ

とがわかる。 

つぎに回避行動を見ると対面歩行者の有無の係数

が正であることから、対面歩行者多いほどが車道回

避・沿道回避が多くなることがわかる。また沿道回

避についてはみると、車道幅員が大きくなるほど沿

道回避が多くなることがわかる。 

 

6. 歩行者空間占有モデルの構築 

前章までの歩行者行動実態分析およびモデル推計に

より、歩行者の各行動の選択率および生起理由が明 

 

表5 歩行者行動のモデルパラメータの推計結果 

目的変数 説明変数 係数(t 値) 

直進 

歩道幅員 6.517  (4.044)** 

歩行速度 12.463  (5.625)** 

休憩所の数 0.355  (4.258)** 

対面歩行者の

有無 
-0.373  (-1.549) 

重相関係数 R=0.998 

車道回避 

歩行者密度 88.706  (3.239)* 

休憩所の数 -0.180  (-4.166)** 

対面歩行者の

有無 
0.146  (1.234) 

定数項 1.091  (0.755) 

重相関係数 R=0.886 

沿道回避 

植栽の数 0.001  (0.240) 

車道幅員 0.329  (1.733) 

対面歩行者の

有無 
0.244  (2.741)* 

重相関係数 R=0.944 

追従率 

歩道幅員 2.725  (1.537) 

歩行者量 0.010  (3.480)** 

歩行速度 -4.182  (-1.857) 

重相関係数 R=0.894 

錯綜率 

歩行者量 0.002  (1.493) 

対面歩行者の

有無 
0.073  (0.573) 

側方抵抗の有

無 
0.006  (0.443) 

重相関係数 R=0.868 

 

第 56回土木計画学研究発表会・講演集



 

 7 

らかになった。しかし街路における歩行者行動を明

らかにしていくうえで、歩行者が歩道のどの部分を

通行し、どこに集まりやすいのかを知ることが重要

である。そこで、各利用通行帯の選択率を目的変数

とし、街路形状や側方余裕などを説明変数として重

回帰分析を適用し、歩行者の利用率の高い通行帯を

明らかにする。 

 

(1) 街路形状と歩行空間占有率の比較検討 

図 7 の占有実態分析結果から、占有率の特徴的な

傾向を以下に述べる。 

①横断歩道の付近や交差点付近では占有率が各通行

帯に分散する。 

②歩道の両端に側方抵抗がある場合は歩道中央付近

の占有率が高くなる。 

③車道側に側方抵抗がなく開けている区間では沿道

側の通行帯の占有率のほうが高い。 

④歩行者が歩行している通行帯の進行方向にベンチ

や植栽がある場合は、その通行帯の占有率は大幅に

低下する。 

⑤沿道側に商業施設がある場合はその付近の通行帯

の占有率が高くなる。 

 

(2) 歩行空間占有モデルの定式化 

前項にて検討した内容から、重回帰分析を行うに

あたって占有率を目的変数にしたときの説明変数に

ついて検討する。本分析では各メッシュを分析単位

とするため、対象区間全体の状態を表す歩行者密

度・平均歩行速度などの交通条件いついては考慮し

ない。説明変数として使用したものを表 6 に示す。

説明変数は前項の内容から、スムーズで安全な移動

要素である「車道までの距離」および「沿道施設ま

での距離」などの歩行位置に関係するものと歩行空

間の余裕要素である「歩道幅員」や歩行者が歩道端

を利用しにくくなる「側方抵抗の有無」などを用い

ることとした。本分析ではこれらの説明変数を用い

て、街路形状の変化による占有率の変化を明らかに

する。 
 

表6 使用した説明変数 

 

(3) モデルパラメータの推定と考察 

重回帰分析の結果を表 7 に示す。本モデルの重相

関係数は 0.788 で、適合度はある程度確保できた。 

 まず、「歩道幅員」について考えると、係数が

負であることから、「歩道幅員」が広がると、各メ

ッシュの占有率が低くなることがわかる。これは、

歩道が広がると歩行者の利用可能な通行帯が増える

ため、歩行者占有が各通行帯に分散するためと考え

られる。歩行者の「車道までの距離」と「沿道施設

までの距離」の係数が負であることから、沿道施設

に立ち寄る歩行者以外は歩道中央付近の占有率が高

くなることがわかる。したがって、歩道中央付近の

通行帯に歩行者流動が形成されやすいことがわかる。

「側方抵抗の有無」の係数が負であることから、車

道や歩道などからある程度離れた位置を歩行してい

ることがわかる。 

次に、H28 年度と社会実験時の歩行空間占有モデ

ルの比較を行う t 値について比較すると社会実験時

の結果のほうが全体的に高いことがわかる。 

「車道・沿道施設までの距離」について考える。

H28 年度の結果では、街路中央付近、つまり「車

道・沿道施設から離れた位置」の占有率が高くなる

という結果になった。社会実験時の結果でも、説明

変数の符号から同様の結果になった。しかし、街路

形状の大きな違いとして、社会実験時はイベントエ

リアが設置されている。この結果、「イベントエリ

アの付近を通行する歩行者」と「イベントエリアを

避けるように通行する歩行者」という大きな 2 つの

歩行者流動が発生する。したがって、「車道・沿道

施設までの距離」のｔ値が高くなると考えられる。

また、「イベントエリアまでの距離」のｔ値がもっ

とも大きいことから、占有率はイベントエリアの有

無で大きく変化するといえる。以上から、対象街路

は同じでも社会実験時のｔ値が全体的に高くなった

のも、イベントエリアが設置されていた影響が大き

いと考えられる。 
 

 

 

表 7 H28 年度の歩行空間形状と歩行者占有率との相関 

目的変数 説明変数 係数(t 値) 

歩行者占有

率 

歩道幅員 -20.253  (-2.089)* 

車道までの距離 17.499 (1.519) 

沿道施設までの距

離 
21.495  (1.866) 

側方抵抗の有無 -0.005  (-0.126) 

重相関係数 R=0.788 

 

表 6.3 社会実験時の歩行空間占有モデル 

目的変数 説明変数 係数(t 値) 

歩行者占有

率 

歩道幅員 -12.329  (-6.359) 

車道までの距離 26.185 (6.464) 

沿道施設までの距離 29.079  (7.340) 

歩行者量 0.001 (1.550) 

イベントエリアまで

の距離 
-7.170 (-3.034) 

側方抵抗の有無 -0.048  (-1.759) 

重相関係数 R=0.701 

 

歩行位置に関係する

要素 

車道までの距離、沿道施設までの

距離 

側方抵抗に関係する

要素 

歩道幅員、車道幅員、植栽の数、

休憩所の数 

側方抵抗の有無 
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7. まとめ 

 

 本研究で得られた知見は以下のとおりである。 

 

(1) 歩行者の行動選択としては直進が一番多く、原

則として同じ通行帯を通行する。 

(2) 社会実験時は沿道回避のほうが車道側回避より

も選択率は高かったが、歩行者優先化後は車道

回避のほうが沿道回避よりも選択率が高なった。

これは車道側に植栽やベンチなどの設置物が配

置されたことにより車道側にあまり抵抗を感じ

なくなったためと考えられる。 

(3) 対面歩行者や側方抵抗に対する回避距離の平均

は約 3ｍである。 

(4) 車道側の通行帯よりも沿道側の通行帯の占有率

が高く、歩行者は無意識のうちに安全な沿道側

を通行している。 

(5) 歩行者行動は歩行空間によって変化するが、特

に歩道幅員と側方抵抗が歩行者行動に大きな影

響を及ぼす。 

(6) 直進行動に対しては歩道幅員や歩行速度が大き

く影響する。 

(7) 回避行動・回避角度は側方余裕や対面歩行者の

有無が関係する。 

(8) 追従・錯綜行動は歩行者密度が高い街路に多く

発生し、側方抵抗の有無や歩道幅員などによっ

ても左右される。 

(9) 歩道幅員が大きくなるほど、歩行者が各通行帯

に分散して通行するため、各通行帯の占有率

は低くなる。また、歩道幅員が占有率に与え

る影響は大きい。 

(10) 車道・歩道からある程度離れた歩道の中央付

近の占有率が高くなる。 

(11) 側方抵抗が多い通行帯ほど、その付近の占有

率は低くなる。 
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